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注  記  事  項 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

（１）運営費交付金収益 

原則として、期間進行基準を採用している。 

なお、退職一時金については費用進行基準を、プロジェクト事業に充当される運営費交付

金の一部については業務達成基準を、「特別経費」「特殊要因経費」に充当される運営費交

付金の一部、補正予算により措置された運営費交付金及び総合特区推進調整費については文

部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用している。 

（２）授業料収益 

   期間進行基準を採用している。 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用している。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は

以下のとおりである。 

建物        2～50 年 

構築物       2～60 年 

工具器具備品    2～20 年 

船舶        2～ 5 年 

車両運搬具     2～ 7 年 

なお、受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数と

している。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 84）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（国立大学法人会計基準第 89）の減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として資本剰余金から控除して表示している。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間（5

年）に基づいている。 

３．引当金等の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   一部の教員及び病院教職員の退職給付の支給に備え、当該教職員の当期末自己都合要支給

額にて引当金を計上している。 

その他の教職員の退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退

職給付に係る引当金は計上していない。 

   なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準

第86第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してい

る。 

（２）徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を

計上している。 
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（３）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   一部の教職員及び病院教職員の賞与については、翌期の支給に備え、当該教職員の賞与支   

給見込額のうち当期の負担額を計上している。 

その他の教職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に

係る引当金は計上していない。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当期末の

引当外賞与見積額から前期末の同見積額を控除した額を計上している。 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）を採用している。 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

た な 卸 資 産 ： 移動平均法による低価法 

医薬品及び診療材料 ： 移動平均法による低価法。なお、移動平均法による計算が 

可能な物流システムが完成するまでの間、最終仕入原価法 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

原則として、近隣の地代や賃借料を参考に計算している。一部については、国立大学法人

会計基準に定める合理的な仮定計算によっている。 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 25年 3 月末利回りを参考に 0.560％で計算している。 

８．リース取引の会計処理 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっている。 
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（貸借対照表関係） 

１．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額          31,317,209 千円 

２．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 1,949,640 千円

３．債務保証の総額   2,807,818 千円 

  （対応する債務 国立大学財務・経営センター債務負担金          2,807,818 千円）

４．担保提供資産 

（１）長期借入金（用地購入資金借入金）28,952,800 千円（長期借入金 24,989,950 千円、一 

年以内返済予定長期借入金 3,962,850 千円）について、以下の内容の覚書を当該借入金の 

債権者と締結している。 

  ①当該債権者が書面により事前に承諾しない限り、他の債務の担保のため、大学の資産につ 

いて担保提供を行わない。 

  ②当該債権者が書面により事前に承諾しない限り、地上権、賃借権等の第三者の権利設定、 

売却等の第三者への権利移転を行わない。 

  ③債務の履行が懸念されることとなった場合、当該債権者からの請求により、当該債権者が 

指定する大学の敷地・建物等について、担保提供する。 

（２）長期借入金（国立大学財務・経営センター借入金）377,609 千円（長期借入金 356,395 千

円、一年以内返済予定長期借入金 21,214 千円）について、当該借入金の債権者と抵当権 

設定契約を締結している。 

①担保に供した土地の簿価    5,016,692 千円 

②これに対応する借入金の額  377,609 千円

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合 

いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 6,988,186 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計       5,338,147 千円 

利益余剰金に与える影響額（差引き）             1,650,039 千円 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見 

返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの 

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が 

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 724,273 千円

（３）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの   382,943 千円

（４）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料につ 

いて、国からの出資でなく譲与としたことによるもの   228,605 千円 

2,985,861 千円 
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（損益計算書関係） 

１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合 

いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額  575,731 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費           422,173 千円 

当期総利益に与える影響額（差引き）              153,557 千円 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見 

返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの 

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が 

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額        0 千円 

153,557 千円 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金           7,467,615 千円 

うち、定期預金       △1,100,000 千円 

資金期末残高          6,367,615 千円 

２．重要な非資金取引 

（１）現物寄附による資産等の取得 

        建物                 5,946 千円 

        構築物                  574 千円 

        工具器具備品           489,941 千円 

    図書                       19,256 千円 

    美術品・収蔵品              4,377 千円 

建設仮勘定                  6,700 千円 

      計                526,794 千円 

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得 

    工具器具備品             987,070 千円 

      計                987,070 千円 

（３）ＰＦＩによる資産の取得 

    建物            25,347,283 千円 

    構築物            1,016,305 千円 

    工具器具備品         2,748,605 千円 

    建設仮勘定           77,268 千円 

       計           29,189,462 千円 

３．その他の事項 

（１）教育研究業務支出は、教育・研究に関する支出である。 

（２）診療業務支出は、診療経費に関する支出である。 

（３）その他の業務支出は、主として一般管理費の支出である。 
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（業務実施コスト計算書関係） 

１．国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

原則として、近隣の地代や賃借料を参考に計算している。一部については、国立大学法人

会計基準に定める合理的な仮定計算によっている。 

２．政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 25年 3 月末利回りを参考に 0.560％で計算している。 

３．引当外退職給付増加見積額 

国又は地方公共団体からの出向職員に係る者は、29 名、31,458 千円である。 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

本学は、資金運用については預金、国債及び政府保証債に限定し、資金調達については国

立大学財務・経営センター及び民間銀行からの借入れによっている。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第 35条が準用する独立行政法人通則法第 47 条の 

規定に基づき、国債及び政府保証債を保有しており株式等は保有していない。 

また、未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っている。 

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金及 

び用地購入資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施している。 

リース債務は、主に附属病院の診療機器に係るものであり、ＰＦＩ債務は、「筑波大学生

命科学動物資源センター施設整備等事業」及び「筑波大学附属病院再開発に係る施設整備等

事業」に係るものである。 

  未払金は、主に業務費、一般管理費及び固定資産の取得に係るものである。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 

（単位：千円） 

  貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額 

(1)投資有価証券及び有価証券 

   満期保有目的の債券 
14,303,705 14,364,190 60,485 

(2)現金及び預金 7,467,615 7,467,615 － 

(3)未収附属病院収入 4,370,254   

      徴収不能引当金(*2) △139,264   

4,230,989 4,230,989 － 

(4)国立大学財務・経営センター 

債務負担金 
(2,807,818) (3,090,916) 283,098 

(5)長期借入金 (29,330,409) (30,699,243) 1,368,834 

(6)リース債務 (2,612,334) (2,619,343) 7,009 

(7)PFI 債務 (30,704,782) (30,864,081) 159,299 

(8)未払金 (10,998,413) (10,998,413)  － 

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。 

(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）投資有価証券及び有価証券 
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これらのうち国債及び政府保証債については、取引所の価格又は取引金融機関から提示さ

れた価格によっている。また、譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は

帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

（２）現金及び預金、並びに（３）未収附属病院収入 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっている。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については、担保又は保証

による回収見込額等により、時価を算定している。 

（４）国立大学財務・経営センター債務負担金、（５）長期借入金、（６）リース債務及び（７）

ＰＦＩ債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、リース、ＰＦＩ取引を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。 

（８）未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

いる。 

（減損関係） 

１．減損の認識 

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

記号 用途 種類 帳簿価額 場所 

Ａ 研修施設 

（石打研修所） 

土地 115,000 千円

計 

138,010 千円

新潟県南魚沼市舞子 

建物 21,391 千円

構築物 1,619 千円

Ｂ 職員宿舎（一戸建） 建物 49,424 千円 計 

49,532 千円

茨城県つくば市並木 

３丁目 附属設備 108 千円

Ｃ 職員宿舎（集合住宅） 建物 13,227 千円 茨城県つくば市並木 

４丁目 

Ｄ 外国人教師等宿泊施

設 

建物 22,329 千円 茨城県つくば市松代 

Ｅ 職員宿舎用地 土地 821,000 千円 茨城県つくば市竹園 

３丁目 

合     計  1,044,098 千円

（２）減損の認識の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資

産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由   

①Ａの研修施設（石打研修所）については、建物及び構築物からなり、建物と補完的な関係

を有する構築物（テニスコート排水設備等）であることから、一体としてそのサービスを

提供するものと認められたため、減損の判定にあたっては一体として行っている。 

②Ｂの職員宿舎（一戸建）については、建物と附属設備からなり、建物と補完的な関係を有

する附属設備（屋外排水設備）であることから、一体としてそのサービスを提供するもの

と認められたため、減損の判定にあたっては一体として行っている。 

（３）減損の認識に至った経緯 

①Ａの研修施設（石打研修所）については、新潟県南魚沼市に設置されており、スキー場が

点在する立地にあるが、遠隔地で交通の便が悪く、夏季利用団体の減少やスキー人口の減

少化に伴い利用者が減少していた。利用者の利便性に配慮し利用促進を図るため、平成 24

年度も引き続き、大学ＨＰでの広報の充実及びＷｅｂ予約申込み等の施策を講じ、利用対

象を学内利用から関東甲信越地区大学の学生及び職員に拡大する等利用促進を図ったが、
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利用率は十分に回復しなかった。 

このことから、平成 25 年 3 月に研修施設としての用途を廃止することを決定し、今後は、

土地を含めて利用されることは見込まれなくなったため、減損を認識した。 

②Ｂの職員宿舎（一戸建）については、築 35 年が経過しており老朽化が著しく利用率が低

い。そこで、筑波地区公務員宿舎の廃止計画に伴い、今後移転が見込まれる入居者数や維

持管理コストについて総合的に検討を行った結果、今年度に用途廃止することを決定した

ため、今後は、利用されることは見込まれなくなり、減損を認識した。 

③Ｃの職員宿舎（集合住宅）については、1棟 4世帯入居の宿舎であり、築 35 年が経過して

おり老朽化が著しく利用率が低い。しかし、新たな入居は停止しており、現入居者に平成

27 年 3 月までの退去を要請し、退去が完了次第用途を廃止とすることを決定したため、今

後は、利用されることは見込まれなくなり、減損を認識した。 

④Ｄの外国人教師等宿泊施設については、1棟 2世帯入居の戸建宿舎であり、築 32 年が経過

しており老朽化が著しい。年度末時点で入居者がおらず、用途廃止の決定をしたため、今

後の入居見込みも無く、減損を認識した。 

⑤Ｅの職員宿舎用地については、留学生を含む学生宿舎への転用や他の用途での敷地利用を

検討してきたが、今年度において、当該財産の間取り等から有効活用の方策を構築するこ

とができないと判断し、当該用地は譲渡することと決定した。既に、職員宿舎は、全室空

室となっており、職員宿舎用地においても、今後の使用見込みは無いため、減損を認識し

た。 

（４）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内

訳 

記号 用途 種類 損益計算書に 

計上した金額 

損益計算書に計上 

していない金額  

Ａ 研修施設 

（石打研修所） 

土地 

         ―     千円  97,910 千円建物 

構築物 

Ｂ 職員宿舎（一戸建） 建物 
―     千円          49,532 千円

附属設備 

Ｃ 職員宿舎（集合住宅） 建物 ―   千円 13,227 千円

Ｄ 外国人教師等宿泊施

設 

建物 
―   千円       22,328 千円

Ｅ 職員宿舎用地 土地 ―   千円 ―   千円

合     計 ―   千円 182,997 千円

（５）回収可能サービス価額 

①Ａの研修施設（石打研修所）のうち土地については、不動産鑑定士による調査報告 

額（正味売却価額）により測定している。建物及び構築物については売却見込みがないた

め、使用価値相当額により測定している。使用価値相当額は、今後の使用予定が無いこと

から備忘価額としている。 

②Ｂの職員宿舎（一戸建）、Ｃの職員宿舎（集合住宅）、及びＤの外国人教師等宿泊 

 施設については売却見込みがないため、使用価値相当額により測定している。使用 

 価値相当額は、今後の使用予定が無いことから備忘価額としている。 

③Ｅの職員宿舎用地については、今後の使用が予定されていないため、正味売却価額 

により測定しており、基準地価格に基づく市場価格から処分費用見込額を差し引い 

ている。その結果、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っているため、減損処 

理は行っていない。 
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２．減損の兆候 

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

記号 用途 種類 帳簿価額 場所 

a 職員宿舎（集合住宅） 建物 11,518 千円 計 

11,650 千円

茨城県つくば市並木 

２丁目 構築物 132 千円

b 職員宿舎（一戸建） 建物 6,330 千円 計 

6,337 千円

茨城県つくば市並木 

３丁目 附属設備 7 千円

c  職員宿舎（集合住宅） 建物 19,792 千円 茨城県つくば市並木 

４丁目 

d  看護師宿舎 建物 44,196 千円

計 

45,522 千円

茨城県つくば市天久保 

附属設備 822 千円

構築物 504 千円

e  学生宿舎 建物 498,340 千円

計 

713,201 千円

茨城県つくば市天王台 

茨城県つくば市天久保 

茨城県つくば市春日 

附属設備 211,650 千円

構築物 3,211 千円

f  体育施設 建物 7,873 千円

計 

11,682 千円

茨城県つくば市天王台 

附属設備 650 千円

構築物 3,159 千円

合     計 808,184 千円

（２）認められた減損の兆候の概要 

①aの職員宿舎（集合住宅）及び bの職員宿舎（一戸建）については、近隣の住宅事情の変

化等に伴い本学職員の入居希望者が減少し、利用率が低下したため、減損の兆候が認めら

れた。 

②cの職員宿舎（集合住宅）については、新たな入居は停止しており、現入居者に平成 27 年

3 月までの退去を要請し、退去が完了次第用途廃止とすることを平成 24 年 3月に決定して

いるため、減損の兆候が認められた。 

③dの看護師宿舎については、他の看護師宿舎に比べ老朽化していることから、利用率が低下し

たため、減損の兆候が認められた。 

④eの学生宿舎については、改修工事に該当する棟であったことや、２・３学期入学予定の

留学生等のため空室としていたが、実際の入居者数が入居見込者数を下回ってしまったこ

と等から、利用率が低下したため、減損の兆候が認められた。 

⑤fの体育施設については、当該施設を利用し授業を行っていた教員が、退職等により不在

となり、利用率が低下したため、減損の兆候が認められた。 

（３）減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資

産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由 

①aの職員宿舎（集合住宅）については、建物と構築物からなり、建物と補完的な関係を有

する構築物（植樹桝等）であることから、一体としてそのサービスを提供するものと認め

られたため、減損の判定にあたっては一体として行っている。 

②bの職員宿舎（一戸建）については、建物と附属設備からなり、建物と補完的な関係を有

する附属設備（屋外排水設備）であることから、一体としてそのサービスを提供するもの

と認められたため、減損の判定にあたっては一体として行っている。 

③dの看護師宿舎については、建物、附属設備、及び構築物からなり、建物と補完的な関係

を有する附属設備（ガス漏れ警報設備）及び構築物（共同溝）であることから、一体とし

てそのサービスを提供するものと認められたため、減損の判定にあたっては一体として行

っている。 
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④eの学生宿舎については、建物、附属設備、及び構築物からなり、建物と補完的な関係を

有する附属設備（学生宿舎入退出システム等）及び構築物（自転車置場等）であることか

ら、一体としてそのサービスを提供するものと認められたため、減損の判定にあたっては

一体として行っている。 

⑤fの体育施設については、建物、附属設備、及び構築物からなり、建物と補完的な関係を

有する附属設備（給水設備等）及び構築物（野外活動施設排水設備等）であることから、

一体としてそのサービスを提供するものと認められたため、減損の判定にあたっては一体

として行っている。 

（４）減損の認識に至らなかった理由 

①aの職員宿舎（集合住宅）については、平成 20年度からの筑波地区公務員宿舎の廃止計画

に伴い、廃止予定公務員宿舎に入居中の本学職員の移転先として予定している。廃止予定

公務員宿舎の退去期限が平成 27 年 9 月 30 日であることから、平成 25 年度以降の使用稼働

が確実に見込まれており、当該資産がその使用目的に従った機能を現に有していることか

ら、減損の認識に至らなかった。 

②bの職員宿舎（一戸建）については、平成 24 年度末に入居済みとなり、今後も一定水準の

利用率を確保することが見込まれることから、減損の認識に至らなかった。 

③cの職員宿舎（集合住宅）については、平成 24年 3 月に退去が完了次第、用途廃止とする

ことを意思決定したが、現在も宿舎を使用し続けているため、減損の認識に至らなかった。 

 【使用しなくなる日】 

  入居者の退去が完了次第、使用しなくなることが決定している。 

 【使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額】 

  廃止の時期が個別に決定された時点で、回収可能サービス価額及び減損額の見込  

  額を算出することができる。 

④dの看護師宿舎については、新たに新規採用者へ入居を勧めることにより平成 25年 4月以

降の利用率が回復し、今後も一定水準の利用率を確保することが見込まれることから、減

損の認識に至らなかった。 

⑤eの学生宿舎については、改修工事が完了し、また、既に新入生等の入居により利用率が

回復している。さらに、今後は、実際の入居者数をより慎重に見込むことにより、継続し

て一定水準の利用率を確保することが見込まれることから、減損の認識に至らなかった。 

⑥fの体育施設については、平成 25 年度から共通体育科目で当該施設を使用する予定で、使

用稼働が確実に見込まれており、当該資産がその使用目的に従った機能を現に有している

ことから、減損の認識に至らなかった。

（資産除去債務関係） 

１．資産除去債務の概要 

石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、放射性同位元素等による放

射線障害の防止に関する法律の規定に基づく放射性同位元素等を使用している工具器具備品の

放射線の除去義務及び建物の賃貸借契約等に伴う原状回復義務である。 

２．資産除却債務の金額の算定方法 

  使用見込期間を取得から 2年～26年と見積もり、割引率は、0.256％～2.254％を使用して資

産除去債務の金額を計算している。 

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 161,700 千円 

法律改正による増加額（注） 84,611 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 －円 
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時の経過による調整額   1,995 千円 

資産除去債務の履行による減少額 －円 

その他増減額（△は減少） －円 

期末残高 248,305 千円 

（注）当事業年度より、「放射性同位元素等による放射性障害の防止に関する法律」の改正

により、放射化物の処理方法について法律上明確になったため、資産除去債務が84,611

千円増加している。 

（賃貸等不動産関係） 

本学は筑波地区に附属病院患者用駐車場及び学生宿舎等を有している。これらの賃貸等不動

産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

29,968,161 216,679 30,184,840 29,992,973

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

である。 

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりである。 

取得等による増加（学生宿舎改修 ほか）             559,080 千円 

減価償却等による減少                      342,401 千円 

（注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて本学で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）である。 

また、賃貸等不動産に関する平成24年度における収益及び費用等の状況は次のとおりである。 

（単位：千円） 

賃貸収益 賃貸費用 
その他 

（売却損益等） 

415,901
482,982

（うち、損益外減価償却相当額 302,545） 
0 

（重要な債務負担行為） 

１. ＰＦＩ事業である「筑波大学生命科学動物資源センター施設整備等事業」に関する 

    維持管理費 一年以内 103,470 千円、一年超 413,882 千円 

    施設整備費 1,028,791 千円（元本相当額） 

  なお、サービス購入費のうち、維持管理費相当分の支払額は物価変動等に伴い改定されるこ

とがある。 

２. ＰＦＩ事業である「筑波大学附属病院再開発に係る施設整備等事業」に関する 

    病院運営支援費、維持管理費等 一年以内 5,119,073 千円 一年超 73,887,560 千円 

    施設整備費   26,091,725 千円（元本相当額） 

    医療機器調達費  2,668,271 千円（元本相当額） 

  なお、サービス対価のうち、統括マネジメント費、開設準備・移行支援費、病院運営支援費

（調達業務費を除く。）及び施設維持管理費の支払額は物価変動等に伴い改定されることが

ある。 
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３.「（災害復旧）総合体育館新営その他工事」に関する翌事業年度以降支払額 1,087,065 千円 

４.「汎用ペレトロンタンデム加速器システム」に関する翌事業年度以降支払額 372,120 千円 

（つくば国際戦略総合特区について） 

本学、茨城県及びつくば市が指定された「つくば国際戦略総合特区」は、総合特区で講じら

れる規制・制度の特例措置や税制上の特例措置等を効果的に活用し、「つくばを変える新しい

産学官連携システム」を構築するための先導的プロジェクトに取り組むためのもので、その財

政支援として運営費交付金が交付された。 

（単位：千円） 

交付年度 期首残高 交付額 
執行済額 

期末残高 
費用 資産 小計 

H24 ― 722,518 237,738 27,791 265,529 456,989

（東日本大震災関係） 

東日本大震災により損壊した施設及び設備の修復関連経費として、平成 23年度に補正予算が

交付され、未完了部分の予算は当事業年度に繰越された。 

この財源による当事業年度内の経費を災害損失として計上している。 

（単位：千円） 

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

（千円単位の金額の表示について） 

各々の計数を表示単位未満で四捨五入しているため、合計額と符合しない場合がある。 

ただし、「損失の処理に関する書類（案）」については円単位で表示している。 

財源 交付年度 期首残高 交付額 
執行済額 

期末残高 
費用 資産 小計 

運営費交付

金 
H23 1,214,631 ― 115,497 498,004 613,501 601,130

施設費整備

費補助金 
H23 1,485,240 ― 443,386 0 443,386 1,041,854
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